
我が国のウイズコロナ・アフターコロナ時代における

経済・社会情勢

○新型コロナウイルス感染症拡大に伴う甚大な影響は、人々の生命や生活のみならず、経済、社会、さ
らには人々の行動・意識・価値観にまで多方面に波及しつつある。

○この影響は広範で長期にわたるため、アフターコロナの世界は、いわゆる「ニューノーマル（新たな
日常）」へ移行するとの見方が強い。

○今回の感染症拡大で顕在化した課題を克服した後の新しい未来における経済社会の姿の基本的方向性
として、「新たな日常」を通じた「質」の高い経済社会の実現を目指す。

「経済財政運営と改革の基本方針2020（骨太方針2020）」
第１章 新型コロナウイルス感染症の下での危機克服と新しい未来に向けて＜抜粋＞
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資料３

① ＤＸやSociety5.0の実現による経済社会の構造変革

② コミュニケーションのデジタル化・オンライン化が加速

③ 地方居住・生活地選択の拡大

④ 働き方改革と住宅・オフィスの在り方の変化

⑤ サービスや商品提供の非接触化・非対面化、断密技術の拡大

⑥ ニューノーマルに対応した新たなビジネスの出現やビジネスモデルの変革 など

【想定される経済・社会の変容（例示）】 ※各種参考文献から引用

【経済・社会情勢の見通し】



2出典（まち・ひと・しごと創生基本方針2020 R2.7.17 閣議決定）

• 東京圏への転入超過数の大半は若年層

• 2019年は15～19歳（２万５千人）と20～29

歳（10万７千人）を合わせて13万人超の転

入

• 近年は女性の転入超過数が男性を上回る傾

向

○富山県の社会移動
【15～34歳の社会移動】

2009：－2,538人
2013：－1,551人
2017： －18人
2018： ＋182人
2019：－1,159人

【全世代の社会移動】
2009：－3,082人
2013：－1,810人
2017： ＋358人
2018： ＋519人
2019： －813人
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宅配ロボット

出典（ＩＴ新戦略策定に向けた方針について R2.4.22 内閣官房情報通信技術総合戦略室）
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出典（内閣府HP）

Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０で実現する社会

○社会の変革（イノベーション）を通じて、これまでの閉塞感を打破し、希望の持てる社会、世代を超えて
互いに尊重し合あえる社会、一人一人が快適で活躍できる社会を目指す
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出典（新型コロナウイルスの影響を踏まえた経済産業政策の在り方について R2.6.17 経済産業省）

オンライン会議

○コロナ感染が拡大したR2.4月には、R1.12月と比べるとＺＯＯＭの１日あたり会議参加者数は約３０倍に
（Ｒ１．１２月：約１千万人 ⇒ Ｒ２．年４月：約３億人）

○「Ｗｅｂ会議システム」全体の利用も増加
（Ｒ１．１２月：４４％ ⇒ Ｒ２．年４月：６３％）

○ビデオ会議ツールの需要が急増。ＺＯＯＭの３月第２週のダウンロード数は、昨年第４四半期の週平均と
比して米国では14倍、英国では20倍、スペインでは27倍、イタリアでは55倍に

出典（ＩＴ新戦略策定に向けた方針について R2.4.22 内閣官房情報通信技術総合戦略室）
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「地方暮らし」の関心度

図1 意向あり層と意向なし層の出現率 図2 各層の出現率

○東京圏在住者の49.8％が「地方暮らし」に関心を持っている
○地方圏出身者に限れば6割強が関心を持っており、東京圏出身者よりも高い
○地方圏出身者の「意向あり層」出現率は61.7%で、東京圏出身者の45.9%と比べて15.8%
ポイント高い

出典（移住等の増加に向けた広報戦略の立案・実施のための調査事業報告書 R2.3内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局）



7出典（新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査 R2.6.21内閣府公表）

○年代別では20歳代・30歳代、地域別では東京都、特に23区に住む者の地方移住への関心が高まっている。

質問 今回の感染症の影響下において、地方移住への関心に変化はありましたか。
（三大都市圏居住者に質問）

地方移住への関心

関心が高くなった

関心がやや高くなった
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将来の進路（学生）

出典（新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査 R2.6.21内閣府公表）

○特に「東京圏出身で東京圏以外に居住」（22.2％）、「地方出身で東京圏以外に居住」（21.1％）
の学生の地方での就職志向の割合が高まっている。

質問 今回の感染症拡大前に比べて、東京圏（東京、神奈川、千葉、埼玉）で就職するか、
それ以外で就職するかの選択・希望に変化はありましたか。（大学生・高校生等に質問）

16.6%

4.5%

22.2%

15.5%

21.1%
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地方居住

○地方への転職希望者は１．５倍に増加

・「地方への転職を希望する」と答えた人は、今年２月で２２％だったが、５月には３６％に

○就職時に重視すること：

・「勤務地が６２％で最多。「年間休日数」は５９％、「年収」は３５％

・「希望する通勤時間」は「３０～４５分以内」が３１％で最多。

・テレワーク経験者の７割が「通勤時間を短くしたい」と回答。

出典（新型コロナウイルスの影響を踏まえた経済産業政策の在り方について R2.6.17 経済産業省）

出典（R2.7：まち・ひと・しごと創生基本方針２０２０概要版）
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テレワーク

○コロナ感染拡大後には、テレワークを導入した企業が約２．６倍に増大

出典（新型コロナウイルスの影響を踏まえた経済産業政策の在り方について R2.6.17 経済産業省）

本県企業のテレワーク等の状況（218社回答）
○テレワーク実施の有無
あり 59社（27.1％）
なし 159社（72.9％）⇒うち102社（64.2％）が

テレワークに馴染まない業態
と回答

○テレワークの導入・拡充について
したい 81社（37.2％）
不要 137社（62.8％）

○新型コロナで働き方は変わったか
変わった 122社（56.0％）
変わらない 96社（44.0％）

○駅の中にオフィスを設置

・ＪＲ東日本が駅中に個室型のシェアオフィスを設置

⇒ 街の中がオフィスに

オフィスの在り方の変化

R2.6 富山県少子化対策・県民活躍課調べ

出典：JR東日本
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○「仕事への向き合い方などの意識が変化した」との回答が５割超。
⇒「仕事と比べて生活を重視するように変化した」との回答が５割を占める。

仕事への向き合い方の意識（就業者）

出典（新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査 R2.6.21内閣府公表）
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オンライン医療

○オンライン医療に関する規制は今回の新型コロナ感染症への対応として、従来は認められていなかった初診か

ら可能となったが、あくまで時限的、特例的に緩和されたもの。（その期間は、感染が収束するまでの間とし、

原則として３か月ごとに検証＜厚労省通知＞）

○体調が悪い時に病院にわざわざ行く必要がない、待ち時間がない、院内感染や２次感染が防げるなどのメリッ

トが認識

○本格的な推進には、今回の措置の効果を検証したうえで、今後議論が必要

オンライン教育

○今後もオンライン授業を継続しようと思う学生が８割以上を占める

出典（新型コロナウイルスの影響を踏まえた経済産業政策の在り方について R2.6.17 経済産業省）
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断密技術の拡大

出典（見えてきた７つのメガトレンド アフターコロナ：日経クロステック）

○ウイルス感染の予防策に向けて、密閉・密集・密接の「３密」に加え、非接触・非対面を実現する技術が進展

・券売機等のタッチディスプレイ、エレベーターのボタン等をタッチレスで操作

・飲食店での従業員と客の接触を減らす配膳ロボットの活用
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配送・店舗の無人化

○従来は人が配送していた業務をドローンや自動走行車が代替

○店舗の無人化（スマート店舗）も実用化の動き

出典（ZMP:NED助成事業）

イベントなどのWeb化・VR化

○コンサートやイベントなどがオンラインで開催される動き

○ＶＲ（仮想現実）やＡＲ（拡張現実）の技術も向上

出典（新型コロナウイルスの影響を踏まえた経済産業政策の在り方について R2.6.17 経済産業省）巣ごもり消費の拡大

○宅配需要が増大
（Amazon、楽天などのEC）
○デジタル消費も増大
（動画・電子書籍・ゲームなど）

＜荷物引受数の推移（対前年比）＞
・ヤマト運輸：6月累計 18.7％増
・日本郵政：５月累計 27.8%増

（各社HPより）

＜R2.5月の支出額（対前年同月比）＞
・ゲームソフト等 108.6％増
・パソコン 68.3%増

（総務省統計局：家計調査）

宅配ロボット

無人レジ

出典（ローソン）
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出典（新型コロナウイルスの影響を踏まえた経済産業政策の在り方について R2.6.17 経済産業省）

グローバルサプライチェーン分断による影響はグローバル化の中で拡大


